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令和６年度第１回北海道総合教育会議 議事録 

 

１ 日時 

令和６年５月１３日（月）午後２時００分開会 

 

２ 場所 

ホテルポールスター札幌 ２階 セレナード  

 

３ 構成員の出欠状況 

（１）出席 

鈴木知事、倉本教育長、青山委員、渡辺委員、川端委員、大鐘委員、清水委員 

（２）欠席 

なし 

 

４ 会議に出席した有識者 

  北海道大学名誉教授 松本 伊智朗 氏 

 

５ 議題 

  子どもの健やかな成長に向けた「学び」と「育ち」 

 

６ 議事 

  別紙のとおり 
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○事務局（吉川総務部次長兼行政局長） 

   それでは、定刻になりましたので、ただいまから、令和６年度第１回北海道総合教育会議を

開催いたします。 

私は総務部次長の吉川です。よろしくお願いいたします。 

開会に当たりまして、知事からご挨拶申し上げます。 

 

○鈴木知事 

北海道知事の鈴木直道でございます。総合教育会議の開催に当たりまして、一言ご挨拶を

申し上げます。 

  本日は、教育委員の皆様、並びに、本日ご講演をいただきます北海道大学の松本名誉教授

におかれましては、本当にお忙しい中、ご出席をいただきました。皆様に心から感謝を申し上げ

ますとともに、日頃から本道の教育の充実・発展のために、多大なるご尽力をいただいておりま

すことに、この場をお借りして心から感謝を申し上げます。ありがとうございます。 

  北海道では、全国を上回るスピードで少子化が進んでいるところであります。子どもたちが夢

に向かって挑戦できる、活力あふれる北海道を築いていく、そのためには、将来を担う子どもた

ちを社会全体で支えていく政策を進めていくことが急務であります。このため、北海道では、国

の教育振興基本計画や昨年４月に施行されたこども基本法を踏まえ、「学び」と「育ち」両方

の政策の緊密な連携を図りながら、こども政策を強力に進めていくため、北海道総合教育大

綱の見直しに向けた検討を、新たな「北の大地・子ども未来づくり北海道計画」の策定と相互

に連携をしながら進めることとしているところであります。 

本日の会議のテーマ「子どもの健やかな成長に向けた『学び』と『育ち』」。道の総合教育

大綱や子ども未来づくり計画の取組状況についてご報告をさせていただいた後に、こども家

庭審議会基本政策部会の委員を務めておられる松本先生から、教育施策とこども施策の連

携について、ご講演をいただくということとさせていただいております。 

道としては、松本先生のご講演やご出席の皆様との意見交換をより良い教育施策、こども

施策の推進につなげてまいりたいと考えておりますので、皆様には忌憚のないご発言をお願い

申し上げまして、開会に当たってのご挨拶とさせていただきます。 

本日はよろしくお願い申し上げます。 

 

○事務局（吉川総務部次長兼行政局長） 

   ありがとうございました。 

知事からお話しがありましたが、道では国の教育振興基本計画などを踏まえまして、総合教

育大綱の見直しに向けた検討を進めることとしております。 

この後、総務部と保健福祉部から、それぞれ総合教育大綱や子ども未来づくり北海道計画

について報告するとともに、松本先生からご講演いただき、意見交換を行いながら、「学び」と

「育ち」の連携に向けて理解を深めてまいりたいと思います。 
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 それでは、ここからの進行は、北海道総合教育会議の運営に関する要綱に基づきまして、議

長であります知事にお願いいたします。 

 

○鈴木知事 

   はい。それでは議長を務めさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

  まず、議事に先立ちまして、皆様のところに資料１でお配りしていますけども、昨年の夏の猛

暑を踏まえた学校における暑さ対策、この点はかなり皆様からもご関心を持っていただいて

いた案件でありますので、この点につきまして、事務局から報告をお願いいたします。 

 

○山本学校教育監 

 学校における暑さ対策について説明いたします。熱中症警戒アラートが道内全域に発表さ

れるなど、本道の気候が変化していることを踏まえ、子どもたちの命と健康を守るため、ソフト・

ハードの両面で暑さ対策に取り組んできております。 

  はじめに、ソフト面の対策といたしまして、まず長期休業期間の取扱いですが、昨年１１月に道

立学校管理規則を改正し、夏季及び冬季休業の総日数を「５０日」から「５６日」に変更すると

ともに、各市町村にも改正内容を通知いたしました。この結果、対応欄に記載のとおり令和６年

度の夏季休業期間を２５日以上、すなわち、２６日、２８日、３０日などとする学校が道立で約９

６％、市町村立で約９８％となったところです。なお、道立学校の場合、夏季休業の平均日数は

全体で昨年度の２４．５日から２９．６日へと５．１日の増となっております。 

  次に予防対策ですが、昨年１１月に熱中症対応マニュアルを改訂し、暑さ指数が３１℃を超

えた場合、体育活動等を「原則中止」とする取扱いを徹底することといたしました。具体的には

対応欄に記載のとおり、各学校では定期的に暑さ指数を計測し、運動の実施可否などを判断

することや、対応基準を明確化するなどの取扱いを徹底することとしております。 

  次に、熱中症警戒時対応ですが、熱中症警戒アラート発表時には、地域の状況等を踏まえて

臨時休業の実施を検討することといたしました。対応欄に記載のとおり各学校では、地域の暑

さ指数予報等を確認し、臨時休業を検討するとともに、一斉メール等を用いて臨時休業実施を

周知する取扱いとしております。 

  こうしたソフト面の対策について、引き続き、会議等を通じて学校関係者への注意喚起や理

解促進を図るとともに、リーフレット等の定期的な配付などにより各家庭への丁寧な説明に努

めていく考えであります。 

  次にハード面の対策といたしまして、学校における普通教室の冷房整備率は、エアコン、簡易

型空調機器を合わせ、道立学校では本年度末までに１００％、市町村立学校では約９０％とな

る見込みです。なお、本格的な暑さが到来する７月までの状況として、道立学校では簡易型空

調機器の設置が１００％となるよう作業を進めており、市町村立学校ではエアコンと簡易型空

調機器を合わせ、８０％程度となる見通しです。 

  以上、学校における暑さ対策について説明をいたしましたが、本道の夏の暑さが本州並みと
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なる中、児童・生徒の健康を守ることや安全・安心な学びの環境を確保していくことができるよ

う、引き続き、ソフトとハードの両面で暑さ対策に取り組んでまいります。 

 

○鈴木知事 

  ありがとうございました。夏休みが長くなるということでありますので、ご家族と過ごす時間を

これまで以上に取っていただきたいと考えているところであります。そのためには保護者の皆様

も休暇を取りやすい環境を整えていく、このことも大切であります。経済団体に要請をするな

ど、道としても、そういった取組を併せて進めていくことで、これまで北海道は夏休みと冬休みを

合わせた日数が全国の中でも少なかったわけですよね。ですから、今回こういうことで過ごす

時間を確保できるようになるということがあるので、そこは進めていきたいと思っております。 

  また、ハードの面ですけれども、学校の空調機器の整備などの暑さ対策、この取組が進めら

れているということで報告をいたしました。かなりの数になりますので、ご準備等を大変多くの

方にご協力いただく形になりましたが、今後もソフトとハードの両面から暑さ対策に取り組んで

いきたいと考えています。  

 それでは、本日の議事の方に入らせていただければと思います。 

   はじめに、北海道総合教育大綱についての説明をお願いいたします。 

 

○山本総務部長 

  北海道総合教育大綱について、資料をもとに説明いたします。お手元の資料２あるいはスラ

イドをご覧いただければと思います。 

  まず、北海道総合教育大綱ですけれども、１ページにございますとおり、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律、これに基づきまして策定しているものでございまして、教育の目標、

施策の根本的な方針を定めるものとなっております。 

  本総合教育会議において、知事と教育委員会が協議、調整をし、知事が策定するという立て

付けになっております。ブルーの四角囲みにありますとおり、地方公共団体といたしまして、教育

政策に関する方向性を明確化するものでございます。下段の２番、総合教育大綱の策定・改定

の経緯でございますけれども、先ほど申し上げました法律が平成２７年度に施行されていると

いうことでございまして、それを踏まえまして、第１版、第２版、それから第３版と改定を重ねてき

たものでございます。 

  ２ページ目をご覧いただければと思います。北海道総合教育大綱、現行の大綱は令和２年に

策定したものでございますけれども、こちらの概要についてまとめております。 

  先ほど大綱の本体自体もお配りしておりますけれども、構成といたしましては、基本理念を定

めております。 

４つ目のマル、太字になっておりますが、チャレンジを応援する北海道づくりを進めるというこ

とで求められる人間像を定めた上で、右側にありますとおり、基本方針と取組の方向性という

ことで、４つの基本方針を定めております。 
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  １つ目が「新たな社会を生きる力を育む」、２つ目が「子どもの学びと成長の環境を整える」、

３つ目が「地域と産業を担う人を育む」、４つ目が「生涯を通じて学び続ける人を育む」という

ことで、それぞれその下に小項目を定めているところであります。 

 ３ページ目、この教育大綱に基づく主な取組ということで、こちらにまとめさせていただいて

おります。 

  先ほど申し上げました４本の柱に沿いまして、１つ目の柱におきましては、「新たな社会を生き

る力を育む」ということで、情報教育の充実ですとか、ふるさと教育の充実、防災教育の充実を

掲げております。例えばふるさと教育の充実、２つ目をご覧いただきますと、北海道ということで

アイヌの人たちの歴史・文化ですとか、北方領土の学習の充実について記載があるところであ

ります。 

  基本方針の２番目に対応するものといたしましては、いじめの防止、不登校児童生徒への支

援の充実、それから教員の確保と資質向上、こういったものを定めているものでございます。 

  基本方針３でございますけれども、これの対応といたしましては、地域創生を担う人材の育成

と活躍促進ということで、各地域の活性化を目的に取り組む事業に対しての支援ですとか、道

内高校生の派遣、「日本の次世代リーダー養成塾」に派遣、こういった事業について記載して

いるところであります。 

  ４番目、「生涯を通じて学び続ける人を育む」につきましては、文化財等の保存及び活用の

推進ということで、アイヌのことですとか、その他、縄文遺跡の理解を深めるための話、こういっ

たものを記述しているところであります。 

  ４ページ、大綱の改定に当たっての背景につきましては、先ほども申し上げましたように、国

の法律に基づきまして大綱が定められているものでございますけれども、全体的な構造を図示

したものがこのような図になっております。国の方では教育基本法に基づきまして、教育振興基

本計画を定めております。これと同時にこども大綱ということで、昨年度、５年程度を目安として

定めている、これらについて連携しながら取り組むということになっております。右側の地方側

でございます。道の取組でございますけれども、地方教育行政法に基づきまして、北海道総合

教育大綱を定めております。左側の国の対応関係と右側の令和７年度を予定しております、次

期北の大地・子ども未来づくり北海道計画、こういったものを道のこども計画として位置付ける

予定でありまして、こちらと連携しながら総合教育大綱を定めてまいりたいというものでありま

す。 

  一番下のところに書いてありますのが、今申し上げたことでございますが、教育大綱の改定

につきましては、次期北の大地・子ども未来づくり北海道計画の策定と相互に連携しながら進

めてまいりたいと考えております。 

  ５ページ目をご覧ください。改定に当たっての進め方であります。基本的な考え方とスケジュ

ールについて記載させていただいております。基本的な考え方につきましては、基本理念と言

いますけれども、「学び」と「育ち」に係る政策の緊密な連携を図る観点などから、国の教育振

興基本計画、こども大綱を踏まえて検討したということ、それから基本方針（取組の方向性）に
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つきましては、関連する国の各種計画等との整合や本道教育を取り巻く環境、社会情勢の変

化等を踏まえて検討してまいりたいということを考えております。 

   最後にスケジュールでございます。本日、第１回総合教育会議におきまして、大綱改定に向

けた考え方等のご協議をいただきたいと考えております。その後、年内に８月、１０月にそれぞれ

第２回、第３回の総合教育会議を開催していただきたいと考えておりまして、改定大綱の骨子

案、素案、それから年明け１月に第４回総合教育会議におきまして、案を協議していただきまし

て、３月に大綱の改定を決定する、こういった運びで進めさせていただければと考えております。 

   以上、簡単ではございますが、ご説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

 

○鈴木知事 

  ありがとうございました。ただいま、総合教育大綱についてご説明をさせていただいたところ

でございますが、後ほど意見交換におきまして、各教育委員の皆様にはご意見をお聞かせ願

いたいと考えております。 

  次に、北の大地・子ども未来づくり北海道計画についての説明をお願いいたします。 

 

○野澤子ども応援社会推進監 

  北海道保健福祉部の野澤です。手元の資料３をご覧いただければと思います。 

  私の方からは「北の大地・子ども未来づくり北海道計画」についてご説明申し上げます。 

  道では、平成１６年に、「北海道子どもの未来づくりのための少子化対策推進条例」を制定

しております。子ども未来づくり北海道計画は、この条例に基づき策定されているものでござい

まして、平成１７年度から４期２０年にわたり、計画を策定し、道の少子化対策の取組を進めて

きたところでございます。現在の第４期計画では、一例ではございますが、結婚を希望される方

へのサポート、不妊治療への支援、待機児童の解消等の取組を進めています。 

  ２ページをご覧ください。国の動きについてでございますが、国ではこども施策を総合的に推

進することを目的に昨年４月にこども基本法を施行し、１２月にこども大綱を閣議決定したとこ

ろでございます。こども大綱は少子化社会対策大綱など国のこどもに関する３つの大綱を１つ

にまとめたものであります。こども基本法におきまして、都道府県はこども大綱を勘案してこども

計画を策定することとされておりまして、次期子ども未来づくり北海道計画もこれまで別々に作

成しておりました道のこども関連の３つの計画を１つにまとめて北海道こども計画として策定す

る予定としております。 

  ３ページをご覧ください。策定に当たっての基本的な考え方でございますが、新たな計画は

こども基本法やこども大綱を踏まえて「こどもまんなか社会」を目指すことを基本理念としたい

と思っております。具体的には、こども・若者を権利の主体として認識し、尊重し、権利を保障す

ること、こども・若者の意見を聞き、対話しながら進めることなどを基本に据えて策定作業を進

める予定としております。スケジュールでございますが、５月１７日、今週の金曜日ですが、道の

こども施策審議会で議論を開始し、夏に骨子案、秋に素案、年明けに案文を調査審議し、来年
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４月の開始を目指したいと考えております。 

  策定初期の段階からこどもたちの意見を聞き、反映する取組を実施してまいりたいと思って

おります。 

  ４ページをご覧ください。今申し上げましたこどもの意見を道の施策に反映するための取組

についてであります。道では、こどもの意見を聞き、道政に反映する取組に関して今年度２つの

事業を予定しております。１つはこどもの意見反映推進事業で、こども施策の他、道の１０分野

の事業につきまして、第１段階としてオンラインを活用し、広く意見募集をした上で、第２段階と

して１４振興局ごとに小中高校を訪問して意見交換をする取組を予定しております。オンライン

での意見募集は５月１０日、先週金曜日から開始したところでございまして、知事にも金曜日

の会見で意見募集について発信していただいたところでございます。 

  より多くのこどもたちから意見をもらうことが私たちとしても大事だと思っておりまして、委員

の皆様にも周囲のこどもたちに是非参加を呼びかけていただきますと大変ありがたいと思って

おります。 

  もう１つは、こども向けパブリックコメントでございます。こちらは昨年度試行いたしまして、こ

どもたちの意見などを踏まえて見直した上で今年度から本格実施する予定としております。私

たちといたしましては、教育庁と連携し、次期計画がこども基本法やこども大綱の理念を踏まえ

たものとなるよう取り組むつもりであります。より良い計画となりますよう委員の皆様にも引き続

きご指導いただきたいと思っております。 

  それから、右上に「こもりん」というキャラクターを載せております。こちらについて一言言及さ

せてください。こちらは道の「こどもまんなか社会」実現の取組のイメージキャラクターでござい

まして、昨年冬に一般公募により小学生の男の子のアイデアで「こもりん」という愛称をつけま

した。今後、様々なところで使ってまいりたいと思いますので、見ていただけますと大変ありがた

く存じます。ご清聴いただきましてありがとうございます。 

   

○鈴木知事 

   ありがとうございました。 

  北海道総合教育大綱の改定については、次期子ども未来づくり北海道計画の策定と連携を

しながら取り組んでまいります。 

それでは、次に、北海道大学名誉教授の松本先生からご講演をいただきます。 

ご講演に先立ちまして、松本先生の略歴のご紹介をお願いいたします。 

 

○事務局（吉川総務部次長兼行政局長） 

松本先生におかれましては、大阪府のご出身で、北海道大学大学院教育学研究科博士前

期課程を修了された後、平成１５年からは、札幌学院大学人文学部の教授、平成２２年から

は、北海道大学大学院教育学研究院の教授として、子どもの貧困がもたらす社会的不利や困

難の解決・緩和についてご研究され、北海道子どもの未来づくり審議会会長や札幌市子ども・



8 

子育て会議副会長を歴任されるなど、ご専門である教育福祉論の分野などでご活躍されてお

ります。 

現在は、北海道大学名誉教授として、国のこども家庭審議会の「基本政策部会」や「こども

の貧困対策・ひとり親家庭支援部会」の委員を務められており、昨年１２月に閣議決定されま

したこども大綱の策定に向けた検討に携わられたほか、こども大綱に基づく施策の実施状況

の検証や評価にも携わっておられます。 

以上でございます。 

 

○鈴木知事 

   ありがとうございます。 

それでは、松本先生、よろしくお願い申し上げます。 

 

○松本名誉教授 

ただいまご紹介をいただきました松本と申します。３０分の時間を頂戴して、「こども政策の基

本理念と調査に見る政策課題」ということでお話しをさせていただきます。 

このような機会をいただき本当にありがとうございます。ご紹介にあったとおり、こども家庭庁

のこども家庭審議会の基本政策部会でこども大綱の策定議論に関わっておりましたので、お

そらくその関係で今般のこども施策の動きについてお話しください、ということかと思います。 

本日の構成でございますけれども、前半はこども政策の基本理念ということで、こども基本

法、あるいは、こども大綱というところの基本理念がどういうものであるか、ということを簡単に

おさらいをしたいと思います。これが前半であります。後半は、それと関係付けながら、北大と北

海道、札幌市でかなり大規模な子ども・子育てに関する調査をしておりますので、その結果の

紹介をしながら、どのようなことが具体的な政策の課題になるだろうかということを調査の結果

からお示しをするというのが２つ目になります。その後に「おわりに」とありますけれども、今般の

総合教育大綱の改定に関して、こども施策の基本理念、あるいは調査の結果というようなこと

から、どういうことが望まれるだろうかということを私の考えも含めて、論点として提供させてい

ただければと思っております。 

「おわりに」の方から先に話します。というのも、大学の教員というのは体内時計が９０分でセ

ットされていまして、話し始めるとなんとなく９０分モードになってしまうので、先に結論だけを述

べて、その後に最初のデータに帰るというふうにしたいと思います。 

後で申し上げることなんですけれども、特にデータを使用するところは、格差・貧困が子ども

や子育てに与える不利や困難というものを検証していったものであります。私の狭い意味での

専門は、子どもの貧困、あるいは、子ども虐待の問題を中心にして子ども家庭福祉の研究をし

ている立場でありますけれども、そういう観点からすると、こども施策というものが有効に機能す

るためには格差・貧困の解消というのは、前提として不可欠になるだろうということであります。

先ほどのご報告の中で「学び」と「育ち」の関係というようなことが議論になっておりました。
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「学び」というのを教育、「育ち」というのをこども施策と考えますと、やはり育ちの保障というよ

うな学びの施策の前提になる育ちの保障になるものがあって、教育施策が有効に機能するよ

うなものなんだと考えております。教育を充実させることによって福祉を増大させようという考え

方もあるんですけれども、実際の政策の中では福祉を基盤にして、教育の施策を乗っけるとい

うことが特に実際の施策の連携のレベルでは求められることではないかということが結論的な

考え方であります。 

貧困というものは、様々な子ども・家族のウェルビーイング、良い状態というものを損ねるわけ

です。そのため、そういうものを緩和するような政策というものが大変大事だと思います。一般

的に福祉を増大させるというよりは、損なわれているところをきっちりと補っていくというような観

点で議論をするべきであろうと。そういうことに関して言うと、福祉施策と教育施策がそういう観

点できっちりと連携をするということが大事だろうと。後でご紹介するこども大綱の一部を抜粋

しておりますけれども、「貧困と格差はこどもやその家族の幸せな状態を損ね、人生における選

択可能性を制約し、ひいては社会の安定と持続性の低下にもつながる。このため、貧困と格差

の解消を図ることは、良好な成育環境を確保し、全てのこども・若者が幸せな状態で成長でき

るようにするための前提であり、全てのこども施策の基盤となる。」というのが、こども大綱の中

の一節であります。繰り返しになりますけれども、格差・貧困の解消、子どもと家族のウェルビー

イングの保障というものがこども施策の基盤であるということが１点です。 

もう一つは、そういう観点を子どもの権利というような考え方を基盤に置いて、考えて整理す

るということです。子どもの権利という観点そのものが今般のこども施策の大きな変更、軸にな

っている考え方でありますので、格差・貧困の問題を子どもの権利の問題として位置付けよう

ということがもう１点、大変考え方として大事なこととなっています。 

以下、こども大綱の一部を抜粋しておりますけれども、時間の関係で省略いたしますが、基

本的には貧困の問題を権利の侵害という観点で捉えていこうということ。可哀想な子どもがい

るので助けてあげようというよりも、守られるべきものが守られていないと、こういう状態として

考えようということであります。 

こういう観点で今般の総合教育大綱の改定の中にきっちりと子どものウェルビーイング、あ

るいは、家族のウェルビーイングというものをどのように保障をしていくかというような観点が入

りますと、福祉施策、あるいは他のこども施策と教育施策との連携というものに一本横串が通

ると考えております。 

子どものウェルビーイングと言いますか、権利が守られている状態というのは、格差・貧困の

問題だけではなくて、例えば虐待であるとか、いじめであるとか、子ども、あるいは家族が直面

する不利や困難というものが関係していると思いますけれども、以下では、格差・貧困の問題に

焦点を当てて、少しご説明をしたいと思います。 

資料４の２ページをご覧ください。こども施策の基本理念というところで、こども基本法、こど

も大綱について若干ご説明いたします。これは、先ほどもご説明いただきましたところにありま

すので、詳細は省きますけれども、こども基本法というものが２０２２年６月に成立をして、２０２３
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年４月に施行、これはこども政策に関する基本理念を定めているというものであります。これを

受けて、実行していく時の考え方ということで、こども大綱というものが昨年１２月に閣議決定を

されています。 

こども大綱というのが一つの大きなフレームワークですけれども、こども基本法にこども大綱

を定めるというふうにして規定されている法的な根拠があります。こども施策に関する基本的な

方針について定めるということと、先ほども紹介がありましたけれども、「少子化社会対策大

綱、子供・若者育成支援推進大綱、子供の貧困対策に関する大綱を統合して、こども大綱に含

む」とあります。ただ、この３つを機械的に統合するというだけではなくて、これ以外にもこども政

策というのはいろいろな分野がございますので、これも含めてかつ、他のものも含むという、か

なり広範囲なものになります。 

都道府県はこども大綱を勘案してこども計画を策定するように努めるということになります。

おそらく、ここを受けて道の方でも様々な計画の策定、整理ということに取り組まれているんだろ

うと思います。実は、木曜日にこども家庭審議会の基本政策部会がありまして、こども大綱を受

けた「こどもまんなか実行計画」というもう少し詳しいアクションプラン、毎年作るものの議論が

ございました。それはいずれ報告されるだろうと思うんですけれども、委員の中から私も含めて

何人かから出ていた懸念というのは、少子化対策、あるいは子ども・若者育成支援、子どもの

貧困対策というものは、それぞれ都道府県で個別の計画を持って、かなり積極的に進められて

いるというような状況にあるかと思います。道におかれましては、例えば子どもの貧困対策、計

画を持っていたり、これは一本化することで逆にそれぞれの施策が後退してしまうのではない

かという懸念が、こども大綱ということでまとめられることで、それぞれの部署がリストラされて

しまうのではないかと。あるいは、全体、個別の施策というものが見えにくくなるという懸念が率

直に出されました。私も申し上げました。 

もちろん、内閣府の担当者もそんなことはないということで、それぞれの元の大綱に書き込ま

れていることを後退させないというようなことでありましたけれども、これは自治体においてもか

なり慎重に、これまでの施策をどのように発展させるかという観点から全体を統合していくとい

うことが大変重要だと思います。これは今の基本政策部会の議論の一つであります。先週もそ

のようなことが議論になりました。 

少子化対策にしても、子ども・若者育成支援にしても、子どもの貧困対策にしても、それぞれ

根拠法がございますので、その根拠法が統合になったわけではありませんので、そういう観点

も一つ、政策の総合化の時に見ておかないといけないことかなと思います。 

こども基本法ですけれども、第１条は「日本国憲法及び児童の権利に関する条約の精神に

のっとり」とあります。以下、お手元の資料、あるいはスライドで読んでいただきたいと思うんで

すけれども、基本的には一番最初の第１条にこどもの権利という、児童の権利に関する条約と

いう日本も批准している国連の条約でありますけれども、こどもの権利というものをこども施策

の基底に置くということを高らかに宣言しているわけです。児童福祉法の改正においても、これ

も私多少関わりましたけれども、児童の権利に関する条約というものの精神を入れるということ
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で、いくつか子どもの関係の法律の改定の時に子どもの権利というものをきっちりと進めようと

いうことが謳われていて、こども基本法でそれが明確になったと考えておりますので、この点が

重要だろうと思います。それに基づいて基本理念を定めましょうということです。 

もう一つ大事なことは、こども基本法において子どもというのは、心身の発達の過程にあるも

のをいうということで、年齢で切っていないんです。例えば児童福祉法は１８歳でありますので、

１８歳をもって児童福祉法上の施策は終了するということが一般的であります。ただ、それでい

いのかというような議論がここ数年から１０年くらい審議会でかなりあって、２０歳を超えても社

会的養護の支援というのは継続できるような流れもかなり出てきているということであります。 

やはり子どもを年齢で区分することによる制度上の弊害というものがかなり見えてきた。何

歳で切るんだということではないんだと。こども施策と若者施策というのはかなり強く連動する、

あるいは一体的に捉えるという観点が必要かと。この点は特に若者施策と子育て施策というこ

とが強く連動いたしますので、こども施策、若者施策、家族施策というものを別々に捉えないん

だよと。そのように考える方が、よりそれぞれの施策が有効になってくるだろうという観点です。

ですので、こども施策と次に挙げる施策、例えば住宅施策、医療施策等々、子どもに関わる

様々な施策、子どもだけに焦点を当てる施策ではない施策でも子どもと家族のウェルビーイン

グを守る施策について、一体的に考えるんだというふうにして、かなり広く視野を持とうというこ

とが一つの考え方の柱です。 

第３条では基本理念として、６つ挙げているんですけれども、１号から４号は実は児童の権利

条約に関する４つの原則ということに対応しているので、かなり強く子どもの権利条約の構成

を意識した形でこども基本法ができているということも確認しておきたいと思います。 

５つ目は、子ども養育の優先ということでありますけれども、これは親に任せるというだけでは

なくて、むしろ家族が基本であれば、家族をきっちりと支援しないといけないということが書か

れていて、これも児童の権利条約の中のロジックと対応しております。 

こども大綱にはこども施策に関する基本的な方針が定められております。１点目がこども・若

者を権利の主体として捉える、２点目は、意見表明と参加・協働ということが述べられています。

太字で書いてある文字はこども大綱からの抜粋でありますけれども、時間の関係で読みませ

んけれども、切れ目のない支援ということ。年齢で切るということをしないんだということ。４点目

が貧困・格差の解消。５点目が若者施策との連動です。若い世代の生活をきっちりと安定させ

るということがあります。もう１つは、施策の総合性・連携、これが基本的な考え方、方針というこ

とになりますので、こども基本法に挙げた考え方をもう少し具体的なレベルに落としています。 

先ほどのご説明の中でも、施策の形成に当たって、子ども・若者の意見を求めるというような

取組を始めると。これまでも道としてはされてきたと承知をしておりますけれども、これは大変大

事なことで、これを上手く進めるには５年ごとの改定ごとにイベントみたいにして聞くということ

ではなくて、いつも子どもがいろいろな意見を述べる、いつも子どもと大人、あるいは子ども同

士で意見を述べ合うことができるというような環境をどう作るかということがあって、初めて改

定の時の意見というものがいろいろな対応の中で出てこられるのだろうと思っておりますので、
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追加をしておきたいと思います。こども家庭庁の会議でもありました、意見を求める取組ですけ

れども、改定の時だけではなくて、いつもやるべきことで、日常的にやっているということが大事

だろうと思います。ここまでが今般のこども基本法、こども大綱というものの制定に当たっての

基本的な考え方、方向ということであります。 

この後、データの説明に移りたいと思いますけれども、お手元の「子どもと家族の生活」とい

うパンフレットを見ていただきながらご説明をしたいと思います。資料４の１０ページ、子どもの

生活実態調査に見る政策課題というメモもスライドと併せてご覧ください。 

まず、この調査についてなんですけれども、時期は２０２１年から２２年で、道庁、札幌市と北

大で協働して行っているかなり大規模な調査です。お手元の資料に詳細が書いてありますの

で、そちらを確認させていただければと思いますけれども、２歳、５歳、小２、小５、中２、高２の子

どもを持つ親御さんと小５、中２、高２の子ども、道内の人口でいうと、大体、当該学年１０世帯

のうち１世帯くらいから調査を受け取っているかなり大規模なものだとお考えください。 

所得階層別に見ますけれども、低所得層Ⅰとあるものは、厚生労働省の方で貧困率を出す

国民生活基礎調査に基づいて貧困率を推計しておりますけれども、その時の貧困線に準ずる

かたちで低所得層Ⅰというものを設定しています。これもお手元のパンフレットで確認をしてい

ただければと思います。低所得層Ⅰは大体所得水準でいうと、国が公表している貧困線以下

の世帯と大体同じくらいと見ていただいて結構かと思います。 

図１をご覧ください。所得の分布を見ていただくと、上は調査世帯全体ですけれども、低所得

層Ⅰが１５．３％、一番上の上位所得層、これは貧困線の２.５倍以上ですけれども、これは所得

格差も大変大きい中で子育てがあるということと、低所得層Ⅰの１５．３％というのは、国が出し

ている子どもの貧困率よりやや高いくらいです。下は母子世帯の階層区分になっています。過

半数が低所得層Ⅰです。これは国の統計でも細かい数字は違いますけれども、大体半分ぐら

いが貧困ラインということなので、一人親世帯の経済的な問題ということは強く取り組まなけれ

ばいけない課題だと。母子世帯の中でもいろいろ格差があるわけですけれども、上位所得層

の方がおられますけれども、低い方に大きく偏っているというのがかなり明白であります。これを

念頭に置いておきたいと思います。 

図２をご覧ください。親御さんの勤務時間、子育てにどれくらい時間が使えるかということを

見ているわけですけれども、青がふたり親世帯で、オレンジが母子世帯のお母さんです。これは

何の数字を示しているかというと、母子世帯のお母さんの方が夜勤があるお仕事をされている

方が多いんです。不思議に思われる方がおられると思います。母子世帯のお母さんだと子ども

の面倒を見なければいけないから、夜勤はむしろ避けるのではないかと。子どもが小さい時は。

子どもが大きくなるほど夜勤がある方はどちらにしても増えるんですけれども、母子世帯のお

母さんがお仕事をもう一度する時にいろいろな制約がある中で、夜勤があるお仕事に就かざ

るを得ないというようなことがあるんです。ここから二つのことがわかります。一つはひとり親世

帯の所得保障と時間保障があります。もう一つは、夕方から夜にかけて子どもの居場所をどう

するかという問題があります。大変大きな政策課題ということになります。 
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続いて、表３にいきます。資料４では１１ページ、子どもと親のウェルビーイングというところで

あります。お手元の図で見ていただくと表３のところ、相談相手や頼れる人が「いない」と回答し

た割合です。「子どもについての悩みや困りごとを相談する人がいない」、「自分の悩みや困り

ごとを相談する人がいない」、「親の入院等の際、子どもの面倒を見てくれる人がいない」、誰

が面倒を見てくれるのかなど、いろいろな選択肢があるわけですけれども、そういう人は誰もい

ないと答えた人の割合を出しています。これを所得階層別に見ますと、低所得層Ⅰの方が「い

ない」という割合が高いです。これ考えてみると恐ろしいことで、所得の状況によってお付き合

いをしている時のお付き合いの度合い、あるいは孤立度が高まるということはお金がないとい

うことと孤立が結びつくかもしれない。あるいは、結びつく世帯があるということは、逆にいうと

所得保障の一方で、人と人のつながりを作るというようなことがとても大事な施策課題になっ

ていくことであろうとなります。 

逆に言うと、孤立をしていると、その人の生活が見えにくいということがあります。これを別の

角度から見たものが図７になります。「日頃立ち話をする人がいますか」という質問に対して

「いない」と答えた人の割合です。大体の人はいらっしゃるんですけれども、平均的に言うと６％

くらいでしょうか。年齢別に見ていますけれども、２歳のところが高いんです。この調査は２回目

で、５年前の２０１６年の段階でも同じ調査をしているんですけれども、第１回の調査も傾向とし

てはまったく同じ結果です。２歳の低所得層Ⅰというふうに分けていますけれども、２２％、２３％

くらいでしょうか。２歳というのは子どもがいろいろと手のかかる時期なんですよね。その時に日

頃立ち話をする人はいない、日常的なお付き合いをする人はいないというように、逆に言うと他

の５歳、小２、小５は学校と幼稚園とか保育所に通っていて、２歳の場合は子どもがどこにも通

わないで主にお母さんだけで子育てをしている人はそれなりにたくさんいるということです。お

そらくその結果だろうというのが我々の分析班の今のところの見解です。 

そうすると、親の孤立度ということとこども施策がどのように展開しているかということが随分

密接に関わっていると、それこそ政策的に設定されている場の中で子育てを巡るいろいろなお

付き合いなり、助け合いの関係があるということがここからよくわかるということになります。  

そうすると、こども施策そのものは、子どもの育ちだけではなくて、家族の生活も実は支えてい

るということがあります。 

図４を見ますと、所得階層が低いほど親の健康度が悪いです。医療や保健に貧困対策の視

点が必要です。 

図５を見ていただくと、これは過去１年間に病院に行った方がいいと思ったけれども、行かな

かったこと、つまり受診を抑制したことがありますかと聞いて「ある」と答えた人の割合です。見

ていただくとわかりますけれども、１つは、全体的に見て所得階層が低い方が病院に行かなか

ったという率が高いということになります。所得階層が低いほど受診抑制が高いということは、

一つは医療費の問題があります。今回のデータには出していませんけれども、別の分析で道内

の自治体で子どもの医療費助成をしているところを見ると、やはり医療費助成をしているところ

の方が受診抑制が低いです。医療費助成の問題は１つ大きな問題。ただ、それだけではなく
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て、病院に行く時間、仕事を休まなければいけないかどうか、時間の問題。あるいは、例えば下

の子を連れて行くときに上のお兄ちゃんの面倒を誰が見るのかという保育の問題。そういうこと

がおそらく密接に関わっているのだろうと考えます。 

もう一つは、全体的に保護者の方の受診抑制率が高いです。子どもの方が低いです。これ

はどういうことかというと、親の立場からすると自分は我慢して、子どもには行かせると。そうする

と、子どもに対する不利だけ見ていてもよくわからなくて、親の方がそれを被っているということ

があるということです。日常的な経験から見ても納得できるところなんです。そうすると、こども

施策からいくと、家族施策とどのようにこれが連動するか、子どもだけでは見えないです。親の

方が我慢して子どもを行かせていると。そうすると、無理がたたって今度は健康の問題に跳ね

返ってくるという話になります。健康の問題は、精神的な健康も含めて実は大変貧困の格差に

ダメージを与えます。これは全国的なデータでもそうですし、北海道のデータでも同じです。 

図９をご覧ください。これは過去１年間で親子そろって旅行やキャンプに行ったかということを

聞いています。これも明確に、所得階層別に行かなかったという子の比率が増えます。スマホを

持っていますかと言うと、あまり差は出ないです。旅行やキャンプというのはお金だけではなく

て、時間が必要です。少なくとも２日間、親は仕事を休まなければいけないので、経済的資源だ

けではなく、時間的資源をどのように確保するかということが問題になるということが１点。もう

１つは、このような現状がある中で、所得階層にかかわらず、子どものアクティビティを保障して

いくような施策なり、取組というものが大変大事になってきているということがもう１点。 

図１１は経済階層と子どもが自分は勉強ができるよと言っている率です。高２は横ばいにな

っていますけれども、高校生のところは、高校に入る時は成績順にマーキングされていて、その

経済階層が重なっているのでフラットになっていますけれども、小５、中２のところは恐ろしいほ

どきれいに右肩上がりで、お金がある家の子どもの方が勉強ができますよと。これもよく報告さ

れているデータですけれども、かなり恐ろしいことで、学校の立場からすると、お家で大変なこと

があったり、嫌なことがあったり、お金がなくても、学校に来たら不利を負わない学校をどう作る

かということがとても大事なことだと思います。 

図１３をご覧ください。進学希望を所得階層別に見ると、みんな大学とかには行きたいわけ

ですけれども、子どもながらにお家にお金がないということを察して、低所得層ほど大学に行き

たいという子どもが減るんですね。 

図１４は、高校２年生の子だけのデータです。大学又はそれ以上に行きたいと言った子のデ

ータです。１つは所得階層が高いのと低いのでは希望の持ち方が違うということです。子ども

は家の経済状態を見ているわけです。これはすごい悲しいことです。もう１つは、大学・短大のな

い市町村、全部ではないですけれども、いくつかの市町にご協力いただきました。これを見る

と、どの所得階層も近くに大学がある方が希望が高いです。考えてみると、遠くにいくということ

はそれだけお金もかかるし、ハードルが高いです。そうすると、単に授業料だけの問題ではなく

て、子どもの生活費の問題も含めてどう考えるか。所得階層による格差と地域による格差が両

方重なっていると、道の教育施策のところで言うと、進路の時に学習の成績の問題、特に遠隔
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地の教育をどうするかということだけなので、その子たちが他の地域に行く時に何ができるか

ということがもう１つ大きな課題になるということになります。 

お手元で見ていただいた資料は格差・貧困というものが、如何に親と子どものウェルビーイ

ングを棄損して、あるいは様々な機会というものを制約していくかということについてデータを

見たわけです。 

具体的には、所得保障ということを基盤に置きながら、機会の保障、医療・保健の施策、ある

いは子どものアクティビティをどうするかという多岐にわたる政策ということになります。それを

個々バラバラではなく、例えば医療施策の中に所得の低い家庭にいろいろな配慮があるかど

うかとか、子どものアクティビティを保障する施策の中に所得による不利を軽減できるような仕

組みがあるかどうかとか。冒頭のところで言いますと、こども施策の基盤に生活を守るような施

策がないと上手く機能しないということは、個々の施策の中に不利を解消するような観点、ある

いは家族の状況によって不利を被るようなかたちになっていないかという観点から見ていくと

いうことになります。これが子どもの権利というものを基盤に置いていろいろな施策を点検し直

して、総合化していくという時に大変必要な作業だろうと思っております。 

今般の道の総合教育大綱の改定の時に各施策を検討されて、いろいろな総合化が図られ

ると思いますが、子どもたちが負っている不利を解消しているだろうかという観点でご検討いた

だければと思います。そう考えますと、今回の道の総合教育大綱の基本的な理念の中に子ども

と家族のウェルビーイングをきっちりと保障するというような観点を１点入れると、こども施策と

教育施策の横串が通るであろうということが冒頭申し上げたところでございます。以上です。 

 

○鈴木知事 

ご講演いただきました松本先生本当にありがとうございます。 

それでは、意見交換という形で進めさせていただきたいと思います。意見交換につきまして

は、今ご講演をいただきました松本先生へのご講演に対する質問や総合教育大綱の改定に

関する皆様からのご意見、そして、これまで事務局の方で様々なご説明をさせていただいた点

につきまして、ご発言などもいただければ大変ありがたいと思っております。 

各委員の皆様からご発言をいただきたいと思いますが、青山委員、渡辺委員、川端委員、大

鐘委員、清水委員の順でご発言をいただければと思っております。 

まずは青山委員からご発言をお願いいたします。 

 

○青山委員 

 教育委員の青山です。 

まず、資料１にあります暑さ対策として、エアコンや窓枠クーラー、スポットクーラーの設置によ

って学びやすい環境を整えていただき、保護者を代表して感謝申し上げます。ありがとうござい

ます。知事、予算もある中でこのように迅速に設置してくださり本当に感謝申し上げます。あり

がとうございます。 
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あと、全国的な不登校の子どもの増加問題もあると思うんですけれども、配信授業のパイオ

ニアとして北海道は期待されていると思っています。全国の見本となる学びの提供に期待した

いところです。 

北海道は自己肯定感の高い子どもが少なく、自信のない子どもが多いので、子どもたちの

意欲・やる気・できるという自信、これらの自己肯定感を上げるようになるために、先ほど松本

先生がおっしゃった親子のウェルビーイングを上げるということが必要な課題であると思いまし

た。 

コロナ禍が明けて一気に進んだ ICT の普及、過酷な夏を経て整備が始まるエアコン等、ピ

ンチをチャンスにした取組で環境が整ってきていると思っています。 

 北海道は、広域分散型で小さな学校も多く、また、積雪があって冬は非常に寒く、少子高齢化

も一段と進んでおり、ウィークポイントも本当に多くあるんですけれども、先進的な取組に活きて

くると信じています。 

これからの子どもたちをしっかり支えるための新しい総合教育大綱に注目しています。以上

です。 

 

○鈴木知事 

ありがとうございます。次に渡辺委員、お願いいたします。 

 

○渡辺委員  

  教育委員の渡辺です。 

本日は総合教育大綱並びに北の大地・子ども未来づくり北海道計画についてのご説明を

ありがとうございました。 

また、何よりも、松本先生におかれましては、大変貴重なご講演をありがとうございました。松

本先生のご講演を伺いまして、例えば、受診抑制の問題は、私は小児科の医師として現場にい

る人間ですので、実地として大変同意するところでございました。 

  松本先生のご見解にパラレルなお話を、意見として申し上げたいと思います。 

  健康格差という問題が成人においてあると思いますが、この健康格差が子ども期から始まっ

ているという説が、ライフコースアプローチと言われる学問分野において研究されています。ど

のようなものかと言いますと、妊娠期・小児期・思春期・成人期にわたって、周囲の環境や出来

事によってどんな健康上のリスクが生じるかということを、長期的にあるいは統計的に研究する

分野になります。この分野の中では、子ども期のネガティブな体験、専門的には「逆境体験」と

言われているものが、将来大人になってからの健康格差につながる可能性があると言われて

おります。 

  この逆境体験についてですが、人生の中ではトライアンドエラーとか、問題を乗り越えていく

ような、あるいは諦めになるような人生経験、そういった心の成長につながるような経験とは一

線を画すもので、次元が異なる問題です。 
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ネガティブな体験というのは、例えば親の喪失、家庭の機能不全、不適切な養育といったも

のが言われますが、その他に貧困、いじめ、自然災害の経験、慢性疾患による入院等も入りま

す。このような逆境体験の累積、あるいは心身両面において感受性の高い時期にネガティブ体

験に当たってしまうこと、間接的な影響や世代にわたる悪影響の伝達もあるようです。これらに

よって将来の病気のリスクが高まるということ。しかも子ども時代の話だけではなくて、妊娠期、

すなわち胎児期からお母さん方を取り巻く社会的な問題によって生まれてくる子ども達の健康

格差というのが将来的に出てきてしまうこと。統計的に、そういったことがあった人たちと、なか

った人たちではある種類の病気になる確率、発生率が変わってくる、というような研究でござい

ました。 

したがって、逆境体験の累積・経験する確率などを、今抑制していくことによって、将来にわた

っての健康維持が少しでも改善していくと考えられ、このお話しをさせていただきました。 

次に、子ども未来づくり計画に関しては、こどもまんなか社会について感想を述べさせていた

だきます。例えば、子ども側が公園で遊ぶというのを騒音と捉えて許容しない地域があるという

ことを聞いたことがあります。また、子ども連れの保護者様がどうしても公共交通機関を利用し

づらいというところもあると思います。そういった事例が様々な形で散見されます。 

子育てに社会的な意味での不安や苦痛、困難を感じさせるような地域社会では、決して今

問題のある少子化というものは改善しないものであると考えます。ですから、子育て、あるいは

教育も含めて「保護者の義務」ということになっておりますけれども、そこに留まらずに「地域社

会の役割や責務がある」という考え方が、より子育て現場に近いコミュニティーで共有、あるい

は創設されていくのが望ましいのではないかと考えております。 

会議の冒頭で説明していただきました北海道総合教育大綱や子ども未来づくり北海道計

画には様々な項目が網羅されておりますが、この次の改定にも是非期待させていただきまし

て、教育委員としてはその経過に対し議論を行っていきたいと存じます。以上でございます。 

 

○鈴木知事 

 渡辺委員、ありがとうございました。 

次に川端委員からお願いいたします。 

 

○川端委員 

  川端です。 

松本名誉教授、ご講演ありがとうございました。こども基本法、それに基づいた施策の考え

方を非常にわかりやすくご説明いただきました。 

  まず最初に、個人としての尊重、適切に養育される、その年齢及び発達の程度に応じてその

意見が尊重され、最善の利益が優先され考慮されると。私たちは子どもを見る時にどうしても

「子どもだから」とつい見てしまうところがありがちだと思いますが、こういうふうに言葉にされて

しまうと、まずそこからが違うんだ、０歳児であっても一人の人間として向き合わなくてはいけな
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いんだと改めて考えさせられることでもありました。 

また、生活実態調査。やはり、収入の格差、これは非常に言われていますし、本道における中

では非常に大きな差があると認識している中で、これまでと違った横つながりと言うんでしょう

か。子どもだけとか、家族だけとか、教育だけとか、保健福祉だけではない。どちらかと言うと、

今までは何か問題が起きると「これは保健福祉だからこっちですよ」みたいな流れがずっとあ

ったと思うんですけれども、こういう法案によって大きく変わって、横つながりでいろいろな連動

がしやすくなるのかなという期待と、それを実行していかなくてはいけないのかなという思いを

感じながら聞いておりました。 

  子どもたちにとっては負の連鎖というのをニュースでもよく耳にしますが、親になって私たち

は何と比べるんでしょう。やはり自分の育った環境であったり、その途中の過程しか、自分が親

になって比べるものがないのかなと私も親になって思いました。もちろん、インターネットとかい

ろいろなもので学びはするんですけれども、最後に比べるのは自分はどうだったの、親にどうさ

れたの、ということを考えるとそういうことが起きる。ですので、どうしても育児放棄であったり、

悩んでしまったりという同じ連鎖がつながると言われるのはそこなのかなということを考えると、

大綱と今後の北の大地・子ども未来づくり北海道計画の中にもあるように、子どもを育てていく

方、育てる途中の支援、いろいろなことが書かれていますので、そこをつなげていけるようにな

ればいいなと思っています。 

その中で私として一つお願いしたいことがございました。北の大地・子ども未来づくり北海道

計画の中の子育ちや自立を支援するステージというところで、児童養護施設等の退所者に対

しての施策について書かれております。 

  いろいろな状況下で、いわゆる家族とともに過ごせない、でも一生懸命そこでは家族と同じ

ような環境を与えてくださる方々の中で育っていきます。しかし、１８歳、成人になったと同時に本

当に少ない金額で社会に出て行きなさいということが今も現実的に起こっています。これを今

後、自立に向けた支援と書いていますが、本当の意味で自立をするまでどう私たちは見守って

いくか、社会全体が家族となって見守っていけるような施策を是非取っていただきたいなと感じ

て、この計画を見させていただきました。 

本当に子どもを育てることはできるのかなと思って子どもを産みました。皆さん、若い世代も

多いと思います。年収にしてもしかりですし、環境問題にしてもしかりだと思います。まず、そこを

私たちが子どもと一緒にいて楽しかったこと、こんな笑顔になれたという思いもあるんだと。辛

い時も、２時間おきに母乳をあげて眠れなかった、そんな思いがあっても楽しかった、という思い

が伝わって育っていけるような環境づくりになればいいなと思っておりますので、今日松本先生

にお話しいただいたように何か横でしっかりつながって施策ができることを願っています。以上

です。 

 

○鈴木知事 

 ありがとうございます。 



19 

それでは、次に大鐘委員からお願いいたします。 

   

○大鐘委員 

  大鐘です。どうぞよろしくお願いいたします。 

松本先生、国の動きを整理してくださって、また見えていないところも見える形にしてくださっ

て、新しい視点をいただいたと思います。ありがとうございました。 

最初にご説明いただいた北海道総合教育大綱についてお話をさせていただきたいと思いま

す。今回、国の動きが本当に総合的なもので、それを受ける形で学びと育ちを行政的に包括化

していくところが大きなポイントなのかなと思います。それによって、取り残さない施策の実効性

が高まっていくだろうと思います。 

  具体的に一つ言及したいのですが、資料２の４ページの北海道総合教育大綱の改定に当

たっての背景の右にあります北海道の整理ですけれど、令和７年度から北海道総合教育大綱

を改定予定、それから下の方の子ども未来づくり北海道計画を策定予定ということで、この間

の連携ということで、この連携が一番のポイントかなと思います。 

  そこで、基本方針がありますけれども、この基本方針をもう少し詳しく具体的にそれぞれの部

署の共通性とか、相違性とか、あるいはアプローチの違いが当然ありますので、その辺を明確

にしておくと策定段階だけではなくて、実施段階においてそれぞれの機関における役割が明確

に自覚できるものになっていくのではないかなと思います。 

  それから、資料２の２ページの現行の基本方針ですけれども、これから改定していくというこ

とで、やはり子どもを権利の主体として見ていくということを考えると、自立ということは無くせな

い、一番のキーワードになるのではないかなと考えます。基本方針のいずれかのタイトルに入れ

ていただけるといいのかと思います。 

  それから、松本先生のご発言についてです。最初、こども基本法の整理をしてくださいまし

て、第３条あたりでは家庭が強調されているように見えます。家庭や社会という子どもの存在を

明確にする枠組みの重要性を感じています。それが子どもの権利や子どもの主体化を規定す

る枠組みになっていると考えています。また、子ども・若者を権利の主体として認識しということ

も出てきますが、並行して子ども・若者が権利の主体になるような教育を行うことも必要になっ

てくるだろうと思います。 

つまり、子どもの権利の主体性というのは与えられるものではなくて、権利の主体化が他者

によってなされていくことによって権利を行使できる主体になっていくのではないかなと私は考

えています。そこに他者性が当然含まれているので、そうした関係性の中で子どもを主体化さ

せていくという視点も必要ではないかなと。 

松本先生もおっしゃっていましたけれど、子どもに限定された施策では全然ないと。家庭で

あり、社会であり、あるいは地域であったりという総合的な施策の広さを持ったものなんだとい

うお話でした。 

  最後の方で図１４に都市部と郡部の対比がありました。教育支援の配置の影響を受けると
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説明されていましたので、北海道に強く表れてくる課題ではないかなと思います。子どもがどう

いう状況に置かれているか、それは家庭であれ、地域であれ、同じことだと思います。ですから、

地域間格差も施策の観点から解決していかなければならない大きな問題の一つではないか

なと思います。地域にしても、社会にしても、家庭、家族にしても、大きな括りでは環境という括り

の中で一括できると思います。そういうことで、今回のこども施策の改定に当たっては、非常に

大きな視点から総合的に行っていただきたいと思っております。 

   

○鈴木知事 

  ありがとうございます。 

それでは、最後に清水委員からお願いいたします。 

 

○清水委員 

  教育委員の清水です。松本先生、どうもありがとうございました。 

私は特に学びと育ちの関係についての先生の講演の内容が非常に強く印象に残りました。 

先生がご指摘のとおり、教育施策の実現のためには育ちの環境の安定が極めて重要であ

ると、育ちの環境に対する支援というのが教育目的の実現において不可欠な要素を構成する

という指摘は大変勉強になりましたし、興味深いものでした。 

そして、育ちの環境というのは、就労・結婚・妊娠・出産等まで関わり、また、若い世代の生活

基盤の安定、こういったものが子どもたちの教育施策を実行していくに当たって重要なポイント

になってくるという指摘が印象に残っております。このように考えますと、子どもの成長・発展・発

達・自己実現を図っていく過程というのは非常に壮大なスケールの中で実現されるんだという

ことを強く意識しました。個々の子どもにつきましては、それぞれの家庭環境が違いますので、そ

の結果として生じる不健康を被るのはやむを得ないのではないかという意見も耳にするところ

ではございます。 

ただ、今日の先生の強いメッセージとして、それは子どもが甘受すべき問題ではない、そうい

った状況というのを子どもの権利侵害として明確に位置付けると、これが重要なんだという指

摘は非常に説得力があり、私としては強いメッセージになったのではないかと。教育の施策を

考えていく、それを実行していくに当たっては、どうしても個別の教育目的というものに目が行き

がちですけれども、それを実効的に実現していくためには福祉を含めた非常に長いライフステ

ージにおける配慮というのが必要なんだと。これが少子化対策というのが他方で教育問題に

直結してくるんだという指摘なのかなと思いました。 

その意味で、子どもが教育を受ける権利というものは、こども基本法の３条をどう読むかとい

うところ。適切に養育されること、愛され、保護されること、そういったことは福祉に係る意見とし

て位置付けられ、とともに教育基本法の精神に則り、教育を受ける機会を等しく与えられている

ということですけれども、我々が思っている以上に教育を受ける権利というのは広いものであっ

て、教育と福祉というのが別個の問題として動いているのではなくて、車の両輪として、また、教
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育を受ける権利の一部を形成して、それを包含していくような、そういった関係があるのではな

いかなと、先生はそういったことも示唆されているのではないかと思いまして大変勉強になりま

した。今日はどうもありがとうございます。 

  

○鈴木知事 

  ありがとうございました。各委員の皆様からご意見、また、ご講演に対するご感想など、様々

なご発言をいただきました。先生から最後に一言いただければと思います。よろしくお願いいた

します。 

 

○松本名誉教授 

  各委員の方々から貴重なコメントをいただきました。それぞれの方のコメントにリプライの形

で議論を重ねていきたいところなんですけれども、おそらく時間の関係で難しいだろうと思いま

す。ですので、１点、施策の連携、あるいは「学び」と「育ち」の関係を念頭に置かれて、いろいろ

とご発言いただいたということは私自身も、そこのところを是非いろいろ議論いただければと思

ってお話しをさせていただいたところでございますので、ありがたく思っております。 

  歴史的に考えた時に教育施策というのは子ども像がすごく一般的で、せいぜい何歳の子ど

も、何年生の子どもというふうにして、「５歳の子どもだとこう」、「３年生の子どもだとこう」という

ふうにして議論をするところがあります。  

  現実の子どもと家族というのは、いろいろな状態を変えていって、不利や格差というものをま

だ人類は解消したことがありません。ですので、出発点から不利な格差というものを背負った

形で子どもが育っていくというのが現実であります。これをどういうふうに緩和するかは大変大

きな問題ですけれども、１０年先、２０年先を子どもは待ってられませんので、今、不利や困難を

どういうふうに解決できるか、あるいは少しでも緩和しようとする動きを子どもに見せることが

できるかということが一番の大きな応援だといいますね。 

  あともう１つ、教育施策の特徴は未来を語るんです。将来のために行使する。そのことはすご

く大事なことだと思いますけれども、今の子どもにしてみれば今の積み重ねなんです。１０年後

の話より今しんどいと、これは逆境体験の累積というご発言もありましたように将来にいろいろ

な影響を残すというだけであって、その時が子どもにとってとても大事なわけです。 

  ですので、今ある問題を今の子どもが負っている不利や困難、貧困格差の問題だけではな

くて、いじめの問題がすごく大きな傷を残しますし、あるいは進路の制約と、いろいろなことを諦

めなければいけないということを少しでも解決できるか、あるいは解決しようとする動きをちゃん

と大人がとっているということを見せることができるか、ということが問われているだろうと。 

ですので、抽象的に将来のことを語るだけではなくて、具体的に今負っている不利や困難、

あるいは権利侵害を、教育だけで解決できることではないんですけれども、教育の中でもそれ

を解決しようとする動きを教育の問題として取り上げていくと。教育の中にそういう観点を取り

入れるということが、これから教育政策というものが上手く機能するために不可欠な要素だと
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感じておりますし、今日の皆さんのご発言はそういう観点からいろいろなコメントをいただいたと

思っております。どうもありがとうございます。 

  

○鈴木知事 

  先生、ありがとうございました。 

  ご丁寧にご回答いただき、ありがとうございました。 

  それでは、倉本教育長の方から発言をお願いいたします。 

   

○倉本教育長 

  ご多忙のところ、松本先生にご講演いただきまして、ありがとうございます。 

また、各教育委員の皆様にもそれぞれの観点からご意見をいただき、ありがとうございま

す。一つだけ感じたことをお話しさせていただきたいと思います。 

子どもたちそれぞれの生活環境は様々ですけれども、それに左右されずに学ぶ楽しさを実

感でき、そして自らの可能性を最大限に発揮できる環境をつくること、これは教育委員会の

使命であるわけですけれども、そのためには松本先生のご提言にもありましたが、福祉施策

の実践と教育施策の実践をいかに協働・連携していくのか、このことが大事だということを改

めて感じました。その際に気になったのが、さきほど松本先生からご紹介のあった子どもと家

庭の生活の調査、これは時間の関係で言及されませんでしたが、事前に７ページの表４を見

ていまして、制度利用ということで、各種制度の利用状況と相談しなかった理由、この中に

SSW、SC というのはスクールソーシャルワーカー、それからスクールカウンセラーですけれど

も、今学校ではスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーを毎年の施策として取り組

んでおります。もちろん、すべての児童・生徒が利用する必要があるというわけではありません

が、利用すべき児童・生徒もいる中で、相談しなかった理由がここに出ております。使いづら

かったとか、周知が足りずに知らなかった、これは反省ではありますが、意外と相談するのに

抵抗感があったということが非常に大きい。保健師とか、生活保護においても同じようになっ

ております。 

そのような意味でいくと、学校の中では養護教諭が非常に大きな役割を占めていまして、

健康問題だけではなくて、生活全般の相談を受ける立場にあります。 

ただ、当然のことながら、養護教諭がすべて一人で解決することはできませんし、養護教諭

は学校の中で専門職として一人しかいないケースが多いです。我々としては、福祉政策と教

育政策の実践を連携させる、今の子どもたちを支える学校としては、地域の様々な関係団体

とネットワークをしっかり作っていくことが連携の実践をしていく上で大事なものと思っており

ます。子どもたち一人ひとりがそれぞれ異なった人格と個性を持っておりますので、支える地

域のきめ細かいネットワークをしっかりと作っていきたいと思っております。今日は本当にあり

がとうございました。 
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○鈴木知事 

ありがとうございました。 

時間が過ぎていまして、本当に皆様から大変貴重なご意見、そして、松本先生からも大変お

忙しい中、専門的な見地から有益なご講演をいただきました。本当にありがとうございました。 

ご講演の中でも、また各委員の皆様からもご指摘がございました教育施策におけるウェル

ビーイングの概念の重要性などについてご提言をいただき、改めて総合教育大綱の改定の必

要性を感じたところでございます。 

また、北海道の将来を担う子どもたちの健やかな成長に向けては、本日議論の中心にもなり

ました「学び」と「育ち」に関連する施策を相互に連携をさせていく。学校と家庭、地域の皆様

が一体となって子どもたちを支えることが重要であるということについても各委員の皆様から

もそういった趣旨のご発言をいただいたところであります。本日、様々なご意見をいただきまし

た。こういったご意見を踏まえて教育施策とこども施策の緊密な連携の下で本道の教育のさら

なる充実を図っていくために、今後とも道と道教委が連携した施策に積極的に取り組んでいく

ということとともに、総合教育大綱の今年度中の改定に向けて検討を進めていきたいと考えて

おります。本日がある意味スタートでございますので、今後とも本日ご参加いただいた皆様を

はじめ、多くの方々にお力添えをいただいて前に進めていければと思っております。 

本日は皆様、大変お忙しい中、ありがとうございました。 

 

○事務局（吉川総務部次長兼行政局長） 

  以上をもちまして、令和６年度第１回北海道総合教育会議を終了いたします。ありがとうござ

いました。 


